
経済同友会×One JAPAN 
働き方に関する共同意識調査 

調査主体  公益社団法人経済同友会、One JAPAN 

実施期間  2018年7月29日～8月10日 

回答数    経済同友会  106人（企業にご所属の経営者・役員クラスの方） 

        One JAPAN 1,666人（大企業に所属する若手・中堅ビジネスパーソン） 

回答方法  インターネット調査、FAX調査 

調査内容     ※全3テーマ。回答は全て選択式  

 

 

 

 

 

 

 

※集計： 割合は小数点第2位で四捨五入し、小数点第1位まで示している。よって単一回
答比率の合計値が100.0％にならない場合がある。また、複数回答の質問は割合を算出
する分母として各質問の回答者数をとった。よって回答の合計は100.0％を超える。  

 

A）働き方改革 B）副業・兼業 C）仕事と子育ての両立 

１   最重要施策 

SQ1   施策の推進状況 

SQ1-1 施策の効果 

SQ1-2 施策の妨げ 

１  職場の現状 

２  社外人材の受け入れ傾向 

３  推進に必要なこと 

４  これからの働き方 

１  職場の現状 

２  男性従業員の傾向 

３  推進に必要なこと 



Ａ）働き方改革に対する考え方についてお尋ねします。あてはまる選択肢に○をお付けください。 

働き方改革において最も重要だと思う施策は？ 
（単一回答） 

■経営者（n=106）■若手・中堅（n=1666） 

働き方 
改革 

21.7% 

8.5% 

10.4% 

20.8% 

0.0% 

34.9% 

3.8% 

0.0% 

0.0% 

15.1% 

14.8% 

10.3% 

22.1% 

1.0% 

30.3% 

4.6% 

0.5% 

1.6% 

長時間労働の是正 

在宅勤務・オフィス外勤務の促進 

オフィス環境や業務のIT化 

時間ではなく成果で評価される働き方の採用 

非正規雇用者の処遇改善 

組織風土改革・意識改革 

その他 

わからない 

働き方改革は重要だと思わない 

1位 

２位 

３位 

４位 

５位 

６位 

７位 

８位 

9位 

1位 

２位 

３位 

1位 

２位 

３位 
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ＳＱ１．あなたが所属する企業では、Q1で選んだ施策が推進されている実感がありますか。 

その施策が推進されている実感は？ 
（単一回答） 

■経営者（n=106）                       ■若手・中堅（n=1666） 

働き方 
改革 

11.8% 

37.6% 

31.4% 

19.2% 

ある ややある あまりない ない 

46.2% 

42.5% 

10.4% 

0.9% 

ある ややある あまりない ない 

49.4％が 
「ある」 

88.7％が 
「ある」 
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ＳＱ１-１．SQ1で「ある」「ややある」と答えた方にお聞きします。その施策に期待する効果は何ですか。重要だと思うものを3つまでお答えください。（複数回
答） 

施策が推進されている実感が「ある」方に 

施策に期待する効果は？ 
（複数回答） 

42.6% 

48.9% 

5.3% 

48.9% 

29.8% 

22.3% 

4.3% 

0.0% 

31.5% 

62.8% 

41.1% 

62.0% 

34.1% 

29.5% 

2.7% 

0.6% 

イノベーション創出 

生産性向上 

多様な人材の活躍 

 ワークライフバランスの実現 

心身の健康増進 

自立的なキャリア形成 

その他 

わからない 

■経営者（n=94）   ■若手・中堅（n=823） 

働き方 
改革 

1位 ２位 

３位 

４位 

５位 

６位 

2位 

３位 

４位 

５位 

６位 

1位 

1位 
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ＳＱ１-２．SQ1で「ない」「あまりない」と答えた方にお聞きします。その施策の妨げとなっていることは何だと思いますか。重要だと思うものを3つまでお答え
ください。（複数回答） 
 

施策が推進されている実感が「ない」方に 

施策の妨げとなっていることは？ 
（複数回答） 

8.3% 

41.7% 

58.3% 

33.3% 

25.0% 

25.0% 

25.0% 

0.0% 

36.2% 

33.3% 

66.0% 

45.6% 

40.0% 

6.2% 

7.8% 

1.8% 

経営者の理解不足 

従業員の主体性不足 

従来の商慣習や労働慣行 

変革を好まない職場風土 

社内制度やルールの不備 

法整備の遅れ 

その他 

わからない 

■経営者（n=12）      ■若手・中堅（n=843） 

働き方 
改革 

1位 

２位 

３位 1位 

２位 

３位 

1位 

２位 

３位 
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2.8% 

9.4% 

32.1% 55.7% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

2.6% 

9.1% 

24.7% 

63.6% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

Ｂ）副業・兼業に対する考え方についてお尋ねします。あてはまる選択肢に○をお付けください。  

Ｑ２.あなたが所属する企業では、副業・兼業が推進されていると思いますか。 

87.8％が 
「思わない」 

88.3％が 
「思わない」 

所属企業で、副業・兼業は推進されていると思うか？ 
（単一回答） 

■経営者（n=106）                       ■若手・中堅（n=1666） 

副業 
兼業 

９
割
が
推
進
の
実
感
な
し 
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14.2% 

26.4% 

38.7% 

20.8% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

7.4% 

21.7% 

39.7% 

31.1% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

Ｑ３．あなたが所属する企業では、今後、副業・兼業で働く社外人材の受け入れが増えると思いますか。 

59.5％が 
「思わない」 

70.8％が 
「思わない」 

所属企業で、今後、副業・兼業で働く社
外人材の受け入れが増えると思うか？ 

（単一回答） 

■経営者（n=106）                        ■若手・中堅（n=1666） 

副業 
兼業 
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副業・兼業を推進するために必要なことは？（複数回答） 

67.9% 

13.2% 

38.7% 

48.1% 

0.9% 

24.5% 
17.0% 

22.6% 

3.8% 

2.8% 

13.2% 

66.5% 

11.9% 

34.5% 

2.8% 

17.2% 

3.2% 
29.7% 

17.6% 

2.3% 

1.3% 

1.3% 

副業・兼業ルールの整備・明確化 

働く時間・場所の制約の緩和 

労務管理や人事評価のしくみづくり 

守秘義務違反や利益相反リスクの低減 

申請や手続きの簡素化 

社外の知見を活用する柔軟性 

社内の理解促進 

従業員の主体性やチャレンジ精神 

その他 

わからない 

副業・兼業を推進する必要はない 

■経営者（n=106）  ■若手・中堅（n=1666） 

副業 
兼業 
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24.5% 

29.2% 

34.9% 

11.3% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

46.3% 

34.8% 

14.9% 

4.0% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

Ｑ５.一個人が複数の企業の業務に同時に従事する働き方は、今後増えていくべきだと思いますか。 

53.7％が 
「そう思う」 

81.1％が 
「そう思う」 

一個人が複数の企業の業務に同時に従事す
る働き方は、今後増えていくべきだと思うか？ 

（単一回答） 

■経営者（n=106）                       ■若手・中堅（n=1666） 

副業 
兼業 
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41.5% 

50.9% 

6.6% 

0.9% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

26.6% 

48.0% 

19.4% 

6.0% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

Ｃ）仕事と子育ての両立に対する考え方についてお尋ねします。あてはまる選択肢に○をお付けください。  

Ｑ６.あなたが所属する企業は、仕事と子育てを両立できる職場環境だと思いますか。 

92.4％が 
「そう思う」 

74.6％が 
「そう思う」 

所属企業は、仕事と子育てを両
立できる職場環境だと思うか？ 

（単一回答） 

■経営者（n=106）                     ■若手・中堅（n=1666） 

仕事と 
子育て 
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32.1% 

49.1% 

17.9% 

0.9% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

24.3% 

41.1% 

26.5% 

8.0% 

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 

Ｑ７．あなたが所属する企業では、今後、育児に積極的な男性従業員が増えていくと思いますか。 

81.2％が 
「そう思う」 

65.4％が 
「そう思う」 

所属企業では、今後、育児に積極的
な男性従業員が増えていくと思うか？ 

（単一回答） 

■経営者（n=106）                      ■若手・中堅（n=1666） 

仕事と 
子育て 
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Ｑ８．仕事と子育ての両立を推進するために、あなたが所属する企業に必要なことは何だと思いますか。重要だと思うものを3つまでお答えください。（複数
回答） 

29.2% 

38.7% 

17.9% 

3.8% 

6.6% 

27.4% 

31.1% 

13.2% 

0.9% 

0.0% 

0.0% 

37.9% 

27.3% 

17.9% 

6.5% 

28.6% 

23.2% 

15.4% 

19.3% 

4.0% 

0.9% 

0.4% 

子育て支援制度の充実（育休・時短勤務などの服務制度や福利厚生） 

ライフステージに合わせた働き方の選択肢 

勤務時間の長短や働く場所に関係なく成果を認める評価制度 

オフィス外勤務でも業務に支障のないインフラ整備 

子育て中の従業員をチームでカバーできる組織体制 

フォロー役の上司・同僚への気配りなど周囲との良好なコミュニケーション 

キャリア選択に対する従業員の自覚と責任 

子育ての実情に対する社内理解（「保活」「小1の壁」など） 

その他 

わからない 

仕事と子育ての両立を推進する必要はない 

仕事/子育て両立推進、所属企業に必要なことは？ 
（複数回答） 

■経営者（n=106） ■若手・中堅（n=1666） 

仕事と 
子育て 

1位 

２位 

３位 

４位 

５位 

６位 

７位 

８位 

9位 

1位 

２位 

３位 

４位 

５位 

６位 

７位 

８位 
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